







































































１９７８年３月 「U S Steel Trustの成立―アメリカ鉄鋼独占体形成史（VII）」『社会科学研究所月報』，第１７５号．
１９８３年１月 「造船業の企業類型」『社会科学研究所月報第』，第２３４号．
１９８４年１０月 「自動車工業における生産自動化と生産管理システム」『社会科学研究所月報』，第２５５号．
１９８９年１１月 「造船業の多角化戦略と戦略グループの形成過程―戦後造船企業経営史（１）」『社会科学研究所
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月報』，第３１６号．
１９９０年３月 「関連・非関連製品多角化と事業部制組織の導入―戦後造船経営史（３）」『社会科学研究所月報』，
第３２０号．
１９９１年２月 「関連多角化戦略と事業部制の導入―戦後造船経営史（２）」『社会科学研究所月報』，第３３１号．
１９９７年９月 「航空機産業のグローバル競争」『社会科学研究所月報』，第４１１号．
１９９７年１２月 「『小さな』世界企業―その独自技術の製品・製品技術の絞り込み，海外構想力と経営者」『社会
科学研究所月報』，第４１４号．
２００５年１月 「民間航空機産業のグローバル『多層』ネットワーク」『社会科学研究所月報』，第４９９号．
２００８年３月 「我が国の地域産業集積と「小さな」世界企業の成長過程の実証研究」『社会科学研究所月報』，
第５３７号．
２０１２年１月 「東アジアの鉄鋼業とビジネスモデル」『社会科学研究所月報』，第５８３号．
〔経営研究所〕
１９７６年 「神奈川県における企業の実態調査」．
１９７７年 「『人間と企業』研究 III下請問題」『経営研究所年報』，第１号．
１９７９年 「VIII『人間と企業』の研究 VIII－３わが国造船業における下請企業の存在構造―長崎県下の造
船業下請を中心に」『経営研究所年報』，第３号．
１９８３年 「V現代企業論研究 V－１自動車産業の国際的再編性」『経営研究所年報』，第７号．
１９８３年 「『現代企業論研究』II現代企業集団の理論的実証研究」『経営研究所年報』，第７号．
１９８７年２月 「『アメリカ・ビックビジネス成立史』をめぐって（東洋経済新報社１９８６年刊）」『経営研究所所報』，
第７２号．
１９９０年３月 「非関連多角化の展開と事業部制の再検討（１９７４～現在）―戦後造船経営史（４）」『経営研究所
所報』，第８９号．
１９９３年３月 「『小さな』世界企業の成長過程の実証研究（１）」『経営研究所所報』，第１０５号．
１９９３年１２月 「『小さな』世界企業の成長過程の実証研究（２）」『経営研究所所報』，第１０８号．
２０００年２月 「特集“第２回地域と大学を結ぶセミナー”経営フォーラム『ベンチャービジネスとアジア』」『経
営研究所所報』，第１３７号．
２００３年３月 「『小さな』世界企業の成長過程の実証研究Ｉ．ノーリツ鋼機」『経営研究所所報』，第１５４号．
〔その他 論文〕
「新日本製鉄」毎日新聞社『エコノミスト』
２００５年２月 「鉄鋼業とカーネギー」共著，経営史学会編『外国経営史の基礎知識』，有斐閣．
２００６年８月 名市大経済フォーラム「中国鉄鋼産業の新局面」プログラム．
２００８年３月 「『小さな』世界企業の存在とその成長要因」『社会科学研究所月報』，第５３７号．
２００８年３月 「『タニタ』の成長過程の研究」『社会科学研究所月報』，第５３７号．
〔科学研究費とその他の研究費〕
１９９１年 わが国の「小さな」世界的大企業の成長過程に関する実証研究，社団法人・日本経営協会『経営
科学研究奨励金』．
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平成１６～１７年度 中部圏の産業集積と「小さな」世界企業の成長過程の実証研究，代表）溝田誠吾．
平成１８～１９年度 わが国の地域産業集積と「小さな」世界企業の成長過程の実証研究，代表）溝田誠吾．
平成１９～２０年度 東アジアの物流改革の実証研究，代表）田口冬樹 連携研究者）溝田誠吾．
平成１９～２１年度 鉄鋼業における「チャンドラー・モデル」の移転・変容と東アジア国際分業の動態分析，代
表）塩見治人 連携研究者）溝田誠吾．
平成２２～２４年度 世界鉄鋼業における『トランス・ナショナル』企業への志向とグローバル再編の動態分析，
代表）堀一郎 連携研究者）溝田誠吾．
〔学内研究助成〕
１９８０年 「低成長」経済下の下請中小企業と地域経済の構造変化．
１９８２年 現代企業の実証的・理論的研究―「日本的経営論」によせて．
１９８３年 アメリカ巨大企業における価格政策の展開―独占成立期から１９３０年代まで．
１９８７年 円高・不況下の下請中小企業の構造変化の実証研究．
１９８８年 円高・不況下の下請中小企業の構造変化．
１９９０年 巨大企業の事業構造の転換と下請中小企業の再編成．
１９９２年 「小さな」世界的大企業の研究．
１９９３年 戦後日本の「小さな世界企業」の研究．
１９９６年 「小さな」世界企業の成長の実証研究．
１９９８年 グローバルロスタンダード企業への成長戦略．
２０００年 「小さな」世界企業の成長戦略―ライバル企業との対抗戦略を中心．
２００１年 小さな「世界企業」のライバル企業の成長戦略の比較実証研究．
２００４年 グローバルマーケットにおける「トップシェア」の企業の研究―バイオ分野を中心．
２００５年 「小さな」世界企業の実証研究．
２００７年 「小さな」世界企業の実証研究．
２００８年 「小さな」世界企業の実証研究．
２０１０年 地域産業集積と「小さな」世界企業の成長過程の実証研究―バイオ・造船を中心．
〔学内研究活動〕
２００４年４月～２００９年３月
「アジア諸国の産業発展と中小企業」『専修大学社会知性開発研究センター』（センター研究員産
業担当）．
【学会活動】
日本経営学会
日本産業学会
日本中小企業学会
日本ベンチャー学会
日本経営史学会
アメリカ経済史研究会
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【学外活動】
経済産業省（元通商産業省）黄銅部会委員
朝日信用金庫「財団法人朝日中小企業経営情報センター」（評議員１９９６年～２０１２年）
日本鍛造協会「鍛造マネージャ育成塾」（指導員講師・科目長２００１年～現在）
日本学術振興会 奨励研究部会委員（２００６年～２００７年）
特定非営利法人「日中 BOP研究会」（理事長２０１０年～現在）
東日本学生相撲連盟 役員参与
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